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研究成果の概要（和文）：　本研究の研究成果としてはまず，法学における実証分析の方法論（統計的手法）に関する
ものが挙げられる。これは，日本の法曹実務に対する啓蒙の目的も果たすことが期待される。具体的な実証分析として
は，日本の会社法の改正過程に関する分析や，法制度が医師数に与える影響についての分析が行った。他方，損害賠償
額の算定方法については，環境損害の算定において，仮想市場法やヘドニック法がどのように利用されるべきかについ
て検討を行った分析や，金融商品取引法上の損害賠償請求において，統計的手法がどこまで利用なのかについて検討を
行った分析が挙げられる。

研究成果の概要（英文）：This study first explored the methodology of empirical legal studies, which is 
expected to improve the use of statistical method in the current litigation practice in Japan. With 
respect to individual theme, the study explores the reform process of Japanese corporate law and the 
effect of legal system on supply of physicians. In addition, the study proposed the use and limit of 
contingent valuation methods and hedonic methods in calculating environmental damages. It also explored 
the limit of statistical methods in securities litigations where the court is required to calculate the 
damages caused by misstatement of financial reporting.

研究分野：民事法学
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１．研究開始当初の背景 
 多くの法ルールは，社会に対して何らかの
影響を及ぼすことを目的とした政策ツール
として理解することができる。たとえば，取
引法ルールの一部は安定的な取引を実現す
ることを目的としているし，消費者法ルール
の多くは消費者の保護を目的としている。と
すれば，これらの法ルールが，その目的を果
たしているのかについて，客観的データを入
手して分析を行うことで検証を行うという，
いわゆる政策評価の作業を行うことができ
る。実際，米国においては，さまざまな分野
の法ルールについて，その法ルールが本当に
問題解決に役立っているかを実証的に検証
する政策評価が盛んに行われている。 
 しかし，わが国においては，かかる政策評
価はほとんど行われてこなかった。これまで，
新規立法・法改正や判例変更で法ルールが変
更される際に，なぜその変更を行う必要があ
るのかについて議論はなされてきたが，法ル
ールが実際に変更された後に，それが当初の
期待通りの影響を社会に対してもたらした
かかという，事後的な政策評価はほとんど行
われてこなかった。 
 もちろん，そのような政策評価がわが国に
おいて全くなされなかったのではなく，デー
タの入手が比較的容易な会社法の分野では，
経済学者（ファイナンス学者）による先行研
究がそれなりに見られる。しかし，会社法以
外の分野では，政策評価はほとんど見られな
い。本研究は，会社法以外の民事法における
政策評価の端緒を提供することで，より広く
法ルールに対する政策評価が実行されてい
くための基盤を作ることを目的とする。 
 申請者はこれまでに民事法ルールについ
て法と経済学の立場からさまざまな理論的
分析を行ってきたが，理論的分析が正しく現
実を説明しているか否かは客観的なデータ
に基づいた実証分析によらなければ判断で
きない。そこで申請者は，法律家に対する実
証分析の啓蒙を開始したが，本研究は，それ
を実践に移そうとする試みとしても位置づ
けられる。 
 また，裁判実務においても，会社法の分野
では実証分析（計量経済学）手法の活用が始
まっている。しかし，それ以外の民事法の領
域では，実証分析手法の活用は未成熟である。
しかるに，損害賠償額算定は，データを元に
数値を計算する作業であり，実証分析手法の
活用が期待できる分野である。これまでの民
法学では，損害賠償額算定は裁判所の裁量に
属するという学説もあったように，損害賠償
額算定には注目が当てられることはあまり
なかった。実証分析は，この分野に，新たに
理論的基盤を提供する有効な手法であると
期待できる。 
 
２．研究の目的 
 本研究は，データに基づいた実証分析の民
事法学における活用を 2つの方向から探究す

る。第一に，法ルールは，何らかの社会目的
を実現するための政策としての性格を持つ。
そこで，データに基づいて当該目的の達成の
有無を評価すれば，解釈論・立法論に対する
客観的な基盤を提供できる。かかる政策評価
は，米国では普及しているが日本ではほぼ皆
無であり，必要性・重要性が高い。第二に，
裁判実務における実証分析の活用を探究す
る。具体的には，損害賠償額算定のための新
たな視点の提供を試みる。損害賠償額算定は，
従来，法学研究でも法と経済学でも分析は不
十分であった。本研究は，計量経済学を活用
した算定手法の基礎の確立を試みる。 
 
３．研究の方法 
 本研究は，客観的データに基づいた統計的
な実証分析であるため，①データベースの構
築と②そのデータベースに基づいた統計
的・理論的分析の二段階をとる。まず，実証
分析を行うと言っても，統計的分析を加える
前段階として，どのような枠組みでデータに
対してアプローチしていくのか，というリサ
ーチデザインは非常に重要である。そして，
リサーチデザインを実効的に行うためには，
分析のための理論的枠組みを適切に行うこ
とが重要である。そこで，本研究計画の遂行
にあたっては，これらのデータベース構築作
業に並行して，分析のための理論枠組みの設
定についてもさまざまな可能性を探究する。
また，統計的な手法については，日進月歩で
進歩し続けている分野であるため，分析に使
う手法を普段にアップデートしていく努力
が必要である。いずれの分析過程でも，ほか
の経済学者・法学者，および，国際的な学会
における研究成果の報告，および，それに対
するフィードバックを通じた，理論的・方法
論的なブラッシュアップを図る。 
 
４．研究成果 
 本研究の研究成果としてはまず，法学にお
ける実証分析の方法論（統計的手法）に関す
るものが挙げられる。雑誌論文⑩⑨⑧⑦⑥⑤
④③および図書④は，法学（およびそのほか
の社会科学）における実証分析の方法論につ
いて解説したものである。これまで，わが国
の法学においては，実証分析の方法論の重要
性があまり認識されてきておらず，裁判所や
弁護士などの法曹実務家の間においても，統
計学に対する理解が不十分であり，不適切な
統計的分析の援用もしばしば見られた。本研
究の研究成果は，そのような日本の法曹実務
に対する啓蒙の目的も果たすことが期待さ
れる。また，図書⑥は，特に会社法の分野に
焦点を絞って，実証分析の意義や方法論につ
いて解説したものである。 
 具体的な実証分析としては，日本の会社法
の改正過程について着目し，どのようなアク
ターがどのように会社法の改正に影響を与
えているのか（与えていないのか）について
検討した成果を，雑誌論文②および学会発表



⑤⑦において公表できた。いずれも国際雑
誌・国際学会である。また，医師数に関する
データベースを構築した上で，それに基づい
た分析を行った学会発表②については，採択
率 20%程度と非常に競争率の高い国際学会で
あ る ， Conference on Empirical Legal 
Studies において採択され，報告を行うこと
ができた。同学会に日本の法学からの実証研
究が採択されることはなかなかない中で，本
研究が採択され，報告を行うことができたの
は，日本の実証研究の国際的なプレゼンスを
高めるために大きな意義があったと考えら
れる。 
 分析の前提となる理論的枠組みに関する
研究としては，図書⑤が私的秩序の果たす役
割についてのサーベイ，図書②が経済分析の
果たす意義についての検討，図書①が電子マ
ネーや仮想通貨に関する分析，学会発表④③
が GNSS をめぐる責任ルールのあり方に関す
る分析（国際学会），学会発表①がクラウド
ファンディングに関する分析，をそれぞれ行
った者となっている。 
 他方，損害賠償額の算定方法について，裁
判実務において統計的手法が使われる際の
問題点についての研究成果としては，図書③
および学会発表⑥が挙げられる。これらは，
環境損害の算定において，仮想市場法
（contingent valuation）と呼ばれる統計的
手法が使われることがあることに着目し，仮
想市場法にどのようなメリット・デメリット
があり，日本の裁判実務におけるその利用を
前提とした場合，どのような限界が存在する
のかを分析・検討したものである。また，学
会発表⑧は，環境損害（その中でも特に放射
能による汚染に基づく損害）の算定手法とし
て，hedonic method がどれくらい利用可能な
のか（あるいはどのような限界があるのか）
についての分析を行った成果を，国際学会に
おいて発表したものである。ちょうど福島原
発事故に対する世界的な注目が集まってい
たことも相まって，ほかの参加者から活発な
質問がなされた。 
 また，雑誌論文①は，金融商品取引法上の
損害賠償請求（有価証券届出書などで虚偽表
示がなされた場合に，それに基づいて投資家
が被った損害の補填を求める訴訟）において，
統計的手法がどこまで利用なのか，について
検討したものである。統計的手法と一口に言
っても万能ではなく，さまざまな限界がある
ことを明らかにした。これにより，わが国の
裁判所における統計的手法が「濫用」される
危険性を一定程度，抑制できるのではないか
と期待される。 
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